
期日 班 資料番号

10/20 2 6

香　取　市

令和元年度

香取市市民事業仕分け

事 業 名 こども園運営事業

担当部課 福祉健康部子育て支援課
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（ ）

千円 0 千円

178,004 千円 0 千円

財源合計 206,060 千円 184,532 千円 181,722

千円 千円

その他特財の内容 こども園給食費収入・一時預かり事業（幼稚園型）利用料・寄付金等

一般財源 201,648 千円 180,002 千円

千円 千円

その他特財
4,412 千円 4,530 千円 3,718

千円 千円

国県支出金の内容

地方債 千円 千円

千円 0 千円

財源

内訳

国県支出金
千円 千円

総事業費 206,060 千円 184,532 千円 181,722

137,383 千円 0.0 人 0 千円43.9 人 137,640 千円 44.0 人

千円 人 千円

人件費合計 43.9 人 158,009 千円

人 51,960 千円 32.0 人 52,183臨時職員等 32.0 人 72,329 千円 32.0

85,200 千円 人 0 千円11.9 人 85,680 千円 12.0 人

千円

事業費内訳
（2018年度分）

・こども園施設管理費（光熱水費・点検委託料・業務委託料等）　9,533,137円
・こども園運営経費（臨時職員賃金・費用弁償）　51,960,412円
・こども園運営経費（上記以外の通常運営経費＝備品購入・保育用品・消耗品・検査委託
等）　37,358,419円

人
件
費

担当正職員 11.9 人 85,680 千円

48,051 千円 46,892 千円 44,339 千円

関連事業
（同一目的事業等）

こども園施設管理費・保育所運営事業・保育所施設管理費・保育所運営委託事業

コ
ス
ト

2019年度（予算） 2018年度（決算見込） 2017年度（決算） 2016年度（決算）

事
業
費

事業費合計

　小学校就学前の子どもに対する教育及び保育並びに保護者に対する子育て支援を総合的に
行い、安心して子育てできる環境を整備するため、公立こども園の運営を行う。

　2017年度に小見川幼稚園、小見川中央保育所、小見川南保育所を統合し、幼保連携型認定
こども園「おみがわこども園」を開設。

【教育及び保育の提供状況】
・午前7時から午後6時30分まで（最長）　※延長保育時間を含む
・土曜日は希望により午前8時から午後5時まで保育を実施

事業内容
（手段、手法など）

3.84 ％

実施方法

■直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：調理業務について業務委託　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先： 　　実施主体： ）

□貸付（貸付先： ）□その他（ ）

事業内容

実施の背景

　少子化の進行に伴い就学前児童は減少しているものの、核家族化や共働き世代の増加、女
性の社会進出など社会経済情勢が変化しており、保育の需要は増加傾向にある。また、小学
校就学前の子どもの保育と教育に関するニーズが多様化している中で、保護者の就労状況に
関わらず、すべての３～５歳児に幼児教育を提供できる環境を整える必要がある。

目　的
（何のために）

　小学校就学前の子どもに対する教育及び保育並びに保護者に対する子育て支援の総合的な
提供を推進するため。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

小学校就学前の児童
対象者数（全住民に対する割合）

3,019 人

根拠法令等
子ども・子育て支援法
就学前の子どもに関する教育・保育等の総合的な提供の推進に関する法律
香取市立幼保連携型認定こども園条例

担当課･係名 子育て支援課・保育班

事務区分 ■自治事務 □法定受託事務 作成責任者 菅谷文夫

事業シート（概要説明書）

予算事業名 こども園運営事業 事業開始年度 2017年度

上位施策事業名 子育て 担当局・部名 福祉健康部

事業番号2４ こども園運営事業 ２０１９年度

ここから成果指標を導きます。
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 こども園運営事業 事業開始年度 2017年度

事業番号2４ こども園運営事業 ２０１９年度

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　認定こども園は幼稚園と保育所の制度の枠組みを超えて、小学校就学前の子どもに対し、
幼児教育・保育を一体的に提供するとともに、地域における子育て支援の取組を充実させる
新たな選択肢として導入された制度である。本市では福祉部局と教育部局を事務局とした全
庁横断的な組織である幼保一元化施設整備プロジェクトを発足し、就学前児童の保育及び教
育環境の充実に向けた幼保一元化を検討しながら、公立幼稚園の円滑な統合・再編に向けた
取組を推進した結果、2017年度に市として初となる幼保連携型認定こども園「おみがわこど
も園」が開園した。運営にあたっては保育士と幼稚園教諭が中心となり幾度も協議を重ねな
がら準備を行い、試行錯誤のなかで当初は保護者から意見や要望をいただくことも多かった
が、ひとつひとつ課題を解消することで、開園から2年が経過した現在は、不満等の声は無
く、定員もほぼ100％充足していることから、一定の評価は得ていると感じる。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

幼保連携型認定こども園の設置状況（2019年7月1日現在）　単位:箇所
県内･･･73（公立29、私立44）
香取市･･･４（公立１、私立３）
◇近隣市町の状況

　旭市･･･０　　　　　　　佐倉市･･･２（私立２）
銚子市･･･０　　　　　　印西市･･･３（私立３）
匝瑳市･･･１（私立１）　神崎町･･･０
成田市･･･０　　　　　　東庄町･･･０
富里市･･･２（私立２）　多古町･･･１（公立１）
山武市･･･３（公立３）　芝山町･･･０

特記事項

　今の時代に沿った保護者のニーズに応えると同時に、老朽化した保育所・幼稚園の維持管
理費が年々増加していることから、幼保一元化に係る統廃合や管理運営体制の整備を今後も
推進していく必要があり、そのためには福祉部局と教育部局が一体となり連携をさらに強化
することが求められる。

96.09/90 /

/ / /

公立こども園の認可定員に対する入所率 ％ 91.3/90

2016年度

対象年齢人口における公立保育所・こども
園の入所率

％ 25.2/25 30.9/25 /

822,271

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

　保育を必要とする層に対して、公立保育所がどの程度その役割を担えているかを図る指標
として、対象年齢に対する公立保育所のニーズと利用状況を率で換算した。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 2018年度 2017年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 児童数 円 878,724

/ / /

/ / /

公立こども園の設置数 箇所 1/1 1/1 /

公立こども園に入所している児童 人 210/230 221/230 /事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 2018年度 2017年度 2016年度

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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補足資料２

■市内保育所・認定こども園の一覧及び入所者数

公立保育所　９箇所　　公立認定こども園　１箇所　　指定管理保育所　２箇所

私立保育所　７箇所　　私立認定こども園　２箇所　　

地区 保育所名 設置主体 種別 建築年度 定員 入所者数 入所率

大倉保育所 公立 保育所 平成元年 40 36 90.00%

北佐原保育所 公立 保育所 平成7年 70 59 84.29%

香取保育所 公立 保育所 昭和44年 60 37 61.67%

佐原保育所 公立 保育所 昭和52年 95 91 95.79%

東大戸保育所 公立 保育所 昭和49年 75 41 54.67%

瑞穂保育所 公立 保育所 昭和54年 95 66 69.47%

新島保育所 公立 保育所 昭和61年 60 56 93.33%

たまつくり保育所 指定管理 保育所 平成13年 120 134 111.67%

香西保育所 指定管理 保育所 昭和53年 45 58 128.89%

まんまる保育園 私立 保育所 昭和49年 120 98 81.67%

佐原めぐみ保育園 私立 保育所 平成12年 104 133 127.88%

小見川東保育所 公立 保育所 平成5年 80 42 52.50%

おみがわこども園 公立
幼保連携型

認定こども園
平成28年 230 211 91.74%

明照保育園（こども園） 私立
幼保連携型

認定こども園
平成27年 150 120 80.00%

清水こども園 私立 保育所 昭和53年 212 214 100.94%

八都保育園 私立 保育所 平成元年 80 71 88.75%

府馬保育園 私立 保育所 平成12年 70 54 77.14%

山倉保育園 私立 保育所 昭和53年 60 44 73.33%

山倉第二保育園 私立 保育所 昭和63年 45 31 68.89%

栗源 栗源保育所 公立 保育所 昭和52年 140 104 74.29%

■市内幼稚園の一覧及び入所者数

公立幼稚園　2園　　私立幼稚園（未移行）　2園

地区 保育所名 設置主体 種別 建築年度 定員 入所者数 入所率

佐原幼稚園 公立 幼稚園 昭和53年 210 42 20.00%

津宮幼稚園 公立 幼稚園 昭和60年 70 6 8.57%

佐原みどり幼稚園 私立 幼稚園（未移行） 平成24年 170 16 9.41%

白百合幼稚園 私立 幼稚園（未移行） 平成5年 100 58 58.00%

※入所者数・入所率は平成３０年４月１日（幼稚園は５月１日）現在のもの

佐原

小見川

山田

佐原
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補足資料３

統合前施設とおみがわこども園の経費比較表

（単位：千円）

運営費

（人件費除く）
施設管理費 計 正職員 臨時職員等 計

小見川幼稚園 1,184 1,195 2,379 28,000 6,374 34,374 36,753

小見川中央保育所 8,972 3,285 12,257 49,000 28,567 77,567 89,824

小見川南保育所 4,250 1,556 5,806 21,000 8,712 29,712 35,518

合計① 14,406 6,036 20,442 98,000 43,653 141,653 162,095

おみがわこども園② 37,359 9,533 46,892 85,680 51,960 137,640 184,532

増減（②－①） 22,953 3,497 26,450 ▲ 12,320 8,307 ▲ 4,013 22,437

増減率 159% 58% 129% -13% 19% -3% 14%

小見川幼稚園、小見川中央保育所、小見川南保育所については2016年度、おみがわこども園については2018年度の決算による

人件費事業費

総事業費施設名
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